
【様式第1号】

自治体名：常滑市

会計：一般会計等 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 92,350,560,676   固定負債 32,509,754,902

    有形固定資産 84,182,603,275     地方債 25,114,971,386

      事業用資産 51,079,607,672     長期未払金 4,575,963,516

        土地 33,895,206,372     退職手当引当金 2,428,156,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 46,021,313,533     その他 390,664,000

        建物減価償却累計額 -30,111,296,058   流動負債 2,983,354,629

        工作物 1,273,406,020     １年内償還予定地方債 1,983,038,557

        工作物減価償却累計額 -635,256,892     未払金 399,223,370

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 857,618

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 212,493,871

        航空機 -     預り金 277,012,455

        航空機減価償却累計額 -     その他 110,728,758

        その他 1,488,427,344 負債合計 35,493,109,531

        その他減価償却累計額 -967,810,447 【純資産の部】

        建設仮勘定 115,617,800   固定資産等形成分 94,900,708,676

      インフラ資産 32,081,270,123   余剰分（不足分） -33,301,672,111

        土地 13,337,186,305

        建物 3,724,111,898

        建物減価償却累計額 -2,428,566,607

        工作物 67,998,390,061

        工作物減価償却累計額 -50,924,441,726

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 374,590,192

      物品 3,121,424,843

      物品減価償却累計額 -2,099,699,363

    無形固定資産 221,691,489

      ソフトウェア 208,138,360

      その他 13,553,129

    投資その他の資産 7,946,265,912

      投資及び出資金 237,562,084

        有価証券 -

        出資金 237,562,084

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 121,375,536

      長期貸付金 6,026,000

      基金 7,598,487,973

        減債基金 722,393,000

        その他 6,876,094,973

      その他 -

      徴収不能引当金 -17,185,681

  流動資産 4,741,585,420

    現金預金 2,115,778,250

    未収金 75,664,713

    短期貸付金 148,000

    基金 2,550,000,000

      財政調整基金 2,550,000,000

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -5,543 純資産合計 61,599,036,565

資産合計 97,092,146,096 負債及び純資産合計 97,092,146,096

貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：常滑市

会計：一般会計等 （単位：円）

行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

  経常費用 22,531,228,851

    業務費用 10,709,220,456

      人件費 3,859,520,539

        職員給与費 2,711,364,685

        賞与等引当金繰入額 212,493,871

        退職手当引当金繰入額 56,770,386

        その他 878,891,597

      物件費等 6,522,729,243

        物件費 4,103,345,896

        維持補修費 449,201,390

        減価償却費 1,970,181,957

        その他 -

      その他の業務費用 326,970,674

        支払利息 204,719,320

        徴収不能引当金繰入額 17,191,224

        その他 105,060,130

    移転費用 11,822,008,395

      補助金等 4,294,191,700

      社会保障給付 4,251,292,104

      他会計への繰出金 3,274,302,821

      その他 2,221,770

  経常収益 1,699,067,228

    使用料及び手数料 348,692,681

    その他 1,350,374,547

純経常行政コスト 20,832,161,623

  臨時損失 154,028,222

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 154,028,222

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 20,832,986,066

    その他 -

  臨時利益 153,203,779

    資産売却益 153,203,779



【様式第3号】

自治体名：常滑市

会計：一般会計等 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 61,590,490,919 96,092,480,566 -34,501,989,647

  純行政コスト（△） -20,832,986,066 -20,832,986,066

  財源 22,019,291,772 22,019,291,772

    税収等 15,191,421,798 15,191,421,798

    国県等補助金 6,827,869,974 6,827,869,974

  本年度差額 1,186,305,706 1,186,305,706

  固定資産等の変動（内部変動） -15,442,630 15,442,630

    有形固定資産等の増加 2,431,382,495 -2,431,382,495

    有形固定資産等の減少 -2,776,341,245 2,776,341,245

    貸付金・基金等の増加 1,943,605,505 -1,943,605,505

    貸付金・基金等の減少 -1,614,089,385 1,614,089,385

  資産評価差額 -1,198,272,215 -1,198,272,215

  無償所管換等 21,942,955 21,942,955

  その他 -1,430,800 - -1,430,800

  本年度純資産変動額 8,545,646 -1,191,771,890 1,200,317,536

本年度末純資産残高 61,599,036,565 94,900,708,676 -33,301,672,111

純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：常滑市

会計：一般会計等 （単位：円）

資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 20,527,829,401

    業務費用支出 8,705,821,006

      人件費支出 3,922,939,934

      物件費等支出 4,475,456,266

      支払利息支出 204,719,320

      その他の支出 102,705,486

    移転費用支出 11,822,008,395

      補助金等支出 4,294,191,700

      社会保障給付支出 4,251,292,104

      他会計への繰出支出 3,274,302,821

      その他の支出 2,221,770

  業務収入 24,434,484,328

    税収等収入 16,358,775,298

    国県等補助金収入 6,384,990,542

    使用料及び手数料収入 350,104,727

    その他の収入 1,340,613,761

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 3,906,654,927

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,879,658,669

    公共施設等整備費支出 2,073,627,738

    基金積立金支出 1,683,505,331

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 122,525,600

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,048,036,256

    国県等補助金収入 442,879,432

    基金取崩収入 1,362,755,725

    貸付金元金回収収入 123,101,600

    資産売却収入 119,299,499

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,831,622,413

【財務活動収支】

  財務活動支出 3,680,308,089

    地方債償還支出 3,066,720,486

    その他の支出 613,587,603

  財務活動収入 2,141,553,000

    地方債発行収入 2,141,553,000

前年度末歳計外現金残高 271,671,859

本年度歳計外現金増減額 5,340,596

本年度末歳計外現金残高 277,012,455

本年度末現金預金残高 2,115,778,250

    その他の収入 -

財務活動収支 -1,538,755,089

本年度資金収支額 536,277,425

前年度末資金残高 1,302,488,370

本年度末資金残高 1,838,765,795



１．重要な会計方針

(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・取得原価

取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価

ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

②無形固定資産・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの・・・取得原価

取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）

②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）

イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）

イ．市場価格のないもの・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当事項なし

(４)有形固定資産等の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 15年～50年

工作物 ８年～80年

その他 ４年～10年

物品 ３年～17年

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③リース資産

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除く）

・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(５)引当金の計上基準及び算定方法

①投資損失引当金

該当事項なし

②徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不能欠損率（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

③退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。

④損失補償等引当金

該当事項なし

⑤賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する

部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法

①ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（常滑市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

①物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額及び見積価格が50万円以上の場合に資産として計上しています。

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

②資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当額以下であると

きに修繕費として処理しています。

２．重要な会計方針の変更等

該当事項なし

注記
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３．重要な後発事象

(１)主要な業務の改廃

該当事項なし

(２)組織・機構の大幅な変更

該当事項なし

(３)地方財政制度の大幅な改正

該当事項なし

４．偶発債務

(１)保証債務及び損失補償債務負担の状況

　他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。

（単位：円）

損失補償等引当金
計上額

貸借対照表
未計上額

0 0 114,600,000 114,600,000

0 0 114,600,000 114,600,000

(２)係争中の訴訟等

該当事項なし

５．追加情報

(１)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

一般会計

常滑駅周辺土地区画整理事業特別会計

②地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数を

もって会計年度末の係数としています。

③地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。

実質赤字比率 －%

連結実質赤字比率 －%

実質公債費比率 11.6%

将来負担比率 121.5%

(２)貸借対照表に係る事項

①減債基金に係る積立不足額 該当事項なし

②基金借入金（繰替運用） 該当事項なし

③地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

27,098,009,943 円

④地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。

標準財政規模 14,574,912 千円

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 1,524,382 千円

将来負担額 56,145,955 千円

充当可能基金額 7,723,221 千円

特定財源見込額 9,767,504 千円

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 22,786,627 千円

⑤地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 501,392,758 円

(４)純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

②余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

(５)資金収支計算書に係る事項

①基礎的財政収支 2,600,501,440 円

②既存の決算情報との関連性

収入（歳入） 支出（歳出）

29,888,565,125円 28,049,799,330円

122,745,690円 122,745,690円

1,302,488,370円 0円

△84,748,861円 △84,748,861円

28,624,073,584円 28,087,796,159円

・ 地方自治法第233条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、

歳入歳出決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（常滑駅周辺土地区画整理事業特別会計）分相違します。

・ 歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、その分だけ相違します。

・ 会計間の取引の相殺を行っているため、相違します。

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書

業務活動収支 3,906,654,927 円

投資活動収入の国県等補助金収入 442,879,432 円

未収債権額の増加（減少） △1,177,349,841 円

減価償却費 △1,970,181,957 円

賞与等引当金繰入額（増減額） 19,458,395 円

退職手当引当金繰入額（増減額） 43,961,000 円

徴収不能引当金繰入額（増減額） △1,200,787 円

建設仮勘定振替（費用） △77,091,020 円

資産除売却益（損） △824,443 円

純資産変動計算書の本年度差額 1,186,305,706 円

④重要な非資金取引

重要な非資金取引は以下のとおりです。

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び房の額 33,897,600 円

常滑土地改良区

団体（会計）名 確定債務額

履行すべき額が確定していない損失補償債務等

総額

資金収支計算書

計

歳入歳出決算書

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額

繰越金に伴う差額

会計間の繰入れ・繰出しの相殺
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